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研究成果の概要（和文）：　現代的な犯罪現象においては、加害者・被害者が複数であることが、その顕著な特
徴である。特に、大規模事故にみられる一つの大きな特徴として、組織体に所属する複数の者の過失的な行為が
原因となっていることが多いという点が挙げられる。そのような場合の刑事的な対応として、従来、各関与者の
過失の競合として扱うという方法が採られてきたが、本研究では、過失競合以外の理論構成の可能性を検討し
た。
　特に、共犯規定を適用する過失共同正犯構成、及び組織体としての刑事責任を問う、法人処罰構成につき、こ
れらの問題について詳しい日本・ドイツ・台湾の教授に報告を依頼し、それらの理論構成の持つ長所と課題の双
方について研究した。

研究成果の概要（英文）：As a modern phenomenon, accidents are caused frequently by careless 
behaviors of a plurality of persons. Especially, accidents involving fatalities or injuries could be
 caused by careless behaviors of persons that are related to activities of companies. 
In this study, we tried to analyze the theoretical bases to clarify the criminal reliability of a 
person who acts with negligence and causes a large-scale accident thereby. Because of the universal 
character of this phenomenon, we though it is useful to research the theoretical bases of other 
countries. Therefore, we asked professors in Germany and Taiwan for the opinions on this issue and 
exchanged the points of view with them. The result of the symposium is to be published in Hogaku 
Kenkyu (Keio University).

研究分野：刑法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
複数人の刑事責任が問題となった過失事案としては、明石歩道橋事故事件（平成22.5.31最高裁決定）、JR福知
山線転覆事故（平成25.9.27神戸地判、平成27.3.27大阪高判）、患者取り違え事件（平成19.3.26最高裁決定）
など枚挙にいとまがない。また、大規模事故については、他国でも発生しており、異なる法分野・異なる国にお
いても高い関心が寄せられている。本研究は、こうした大規模事故事案における関与者の刑事責任の追及のあり
方という社会的関心の高いテーマに関して、刑法学の観点からのアプローチを試みるものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 
現代社会においては、組織体の構成員の過失行為が重畳的に行われることにより、重大な事
故が頻発しており、特に過失共同正犯に関する平成 28年 7月 12日第 3小法廷決定（明石歩道
橋事件）は刑法学界に大きなインパクトを与えた。また、大規模事故に起因する大規模損害は
韓国における尚州市コンサート圧死事故や中国における温州市鉄道衝突脱線事故など、諸外国
においても発生しており、異なる法分野・異なる国においても高い関心が寄せられていた。 
また、刑法学界においても、過失犯論、過失共同正犯論、法人処罰等、これらに関係する分
野において重要な研究業績が公表されており、それらの学術的な検討が求められていた。 
 
 
２．研究の目的 
 
 
本研究では、現代社会においては犯罪行為にかかわる関係者の数が多数になりうることにか
んがみ、加害者・被害者の複数化に対して刑事法はいかなる対応をなすべきかの考察を目標と
した。この目標の達成のために、加害者・被害者複数化の問題が顕在化する、組織体の活動を
原因とする大規模事故における刑事責任の在り方の解明を試み、①過失競合論、②過失共同正
犯論、③法人処罰論の 3つの理論構成に焦点を当てて、相互的な関係を考察したうえで、大規
模事故における刑事責任の、望ましい在り方について研究を行った。 
 
 
３．研究の方法 
 
 
複数人が関与する大規模事故の発生という社会現象は、他国でも起こりうるものであり、こ
の点に関する比較法研究が有益であるとの判断から、これらの分野において優れた業績を持つ
ヨアヒム・レンツィコフスキー教授（ハレ大学・ドイツ）・許恒達教授（国立政治大学・台湾）、
およびルイス・グレコ教授（フンボルト大学・ドイツ）を招聘し、公開シンポジウムを行い、
この問題に関心を有する日本の専門家とともに討論を行った。 
日本国内における研究については、過失犯論、過失共同正犯論、法人処罰論のそれぞれにお
いての専門家である、大東文化大学・山本紘之教授、近畿大学・金子博准教授、同志社大学・
松原久利教授らとともに大規模事故における刑事責任のあり方について検討を行った。 
また、海外研究協力者であるローター・クーレン教授と協力し、ドイツの企業犯罪に関する
刑事判例に関して研究を進め、ドイツの議論状況を日本に紹介した。 
 
 
４．研究成果 
 
 現代的な犯罪現象においては、加害者・被害者が複数であることが、その顕著な特徴である。
特に、大規模事故にみられる一つの大きな特徴として、組織体に所属する複数の者の過失的な
行為が原因となっていることが多いという点が挙げられる。そのような場合の刑事的な対応と
して、従来、各関与者の過失の競合として扱うという方法が採られてきたが、本研究では、過
失競合以外の理論構成の可能性を検討した。特に、共犯規定を適用する過失共同正犯構成、及
び組織体としての刑事責任を問う、法人処罰構成につき、これらの問題について詳しい日本・
ドイツ・台湾の教授に報告を依頼し、それらの理論構成の持つ長所と課題の双方について研究
した。 
 これらの研究活動の結果、ドイツ・台湾との比較法的な研究が進み、また参加した研究者相
互間での意見交換も活発になった。早稲田大学において海外の 3教授を招いて行われたシンポ
ジウムにおける講演内容は、法学研究（慶應義塾大学紀要）に掲載される予定である。また日
本におけるシンポジウムに引き続き、ルイス・グレコ教授の尽力によりこれらの研究成果のド
イツでの発表が、また許恒達教授の尽力により台湾でのシンポジウムの開催が予定されており、
更なる国際的な研究協力が、研究期間終了後も継続的に行われる予定である。 
日本国内における研究については、大東文化大学・山本紘之教授、近畿大学・金子博准教授、
同志社大学・松原久利教授らとともに過失犯論、過失共同正犯論、法人処罰論について検討を
行い、2018年 5月に行われた日本刑法学会第 96回大会ワークショップ（関西大学千里山キャ
ンパス）において報告を行った。医療事故に関しては、2018 年 6 月に大韓医療法学会（ソウ
ル高等検察庁）にて講演を行った。また研究分担者である佐川友佳子教授は、中国文化大学（台
湾）において行われた The 5th Enterprise Innovation and Management Law Conference 
-Business Admonistration Theory and Practice-において、「日本の企業犯罪について」と題
する講演を行った。このほか、共同正犯理論一般に関する考察やドイツの企業犯罪に関する翻



訳等に関する論稿を、学術雑誌や論文集において公刊した。 
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